
貸借対照表
（2022年 3月31日 現在 ）

（千円未満切捨表示）

科目 金額 科目 金額

資産の部 負債の部

流動資産 958,310 流動負債 116,021

現金及び預金 734,680 未払費用 66,069

売掛金 213,063 未払賞与 21,834

前払費用 3,087 未払法人税等 5,339

未収入金 6,863 未払消費税等 12,583

その他 615 預り金 2,107

リース債務 8,087

固定負債 12,364

リース債務 12,364

負債合計 128,386

固定資産 103,987 純資産の部

有形固定資産 23,150 株主資本 933,910

リース資産 23,150 資本金 242,500

投資その他の資産 80,836 資本剰余金 242,500

差入保証金 49,517 資本準備金 242,500

⻑期前払費用 109 利益剰余金 448,910

繰延税金資産 31,209 その他利益剰余金 448,910

繰越利益剰余金 448,910

純資産合計 933,910

資産合計 1,062,297 負債及び純資産合計 1,062,297



損益計算書
自 2021年 4月 1日

至 2022年 3月31日

（千円未満切捨表示）

科目 金額

売上高 3,380,125

売上原価 3,169,288

売上総利益 210,837

販売費及び一般管理費 289,957

営業損失 79,119

営業外収益

受取利息 12

雑収入 243 256

経常損失 78,863

税引前当期純損失 78,863

法人税、住⺠税及び事業税 852

法人税等調整額 ▲22,402

当期純損失 57,312



株主資本等変動計算書
自 2021年 4月 1日

至 2022年 3月31日

（千円未満切捨表示）
株主資本

利益剰余金
資本剰余金 その他利益剰余金

資本金 資本準備金 繰越利益剰余金 株主資本合計 純資産合計

当期首残高 242,500 242,500 506,222 991,222 991,222

当期変動額

当期純損失(▲) - - ▲57,312 ▲57,312 ▲57,312

当期変動額合計 - - ▲57,312 ▲57,312 ▲57,312

当期末残高 242,500 242,500 448,910 933,910 933,910



個別注記表

1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1）固定資産の減価償却の方法

リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法を採用しております。

（2）収益及び費用の計上基準
国内においてCCUSに関連した業務受託等を行っております。受託等契約に関して、財又はサービスに
対する支配が顧客に一定期間にわたり移転する場合には、履行義務の充足に係る進捗度に応じて
収益を認識しております。進捗度の測定は、発生したコストに基づくアウトプット法を使用しております。
収益は顧客との契約による取引価格に基づき認識しており、契約に複数の履行義務が含まれる場合
には、取引価格は独立販売価格の比率で各履行義務に配分しております。取引の対価は履行義務
の充足後、通常1年以内に支払いを受けているため、重要な金融要素を含んでおりません。

2. 会計方針の変更に関する注記
（1）「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」

という。）等を当事業年度の期首から適用しております。 収益認識会計基準等の適用については、収益
認識会計基準84項ただし書きに定める経過的な取り扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな
会計方針を遡及適用した場合の累積的影響を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首
残高から新たな会計方針を適用しております。 これによる当事業年度の期首の利益剰余金及び当事業
年度の損益への影響はありません。

（2）「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第 30号2019年7月4日。以下「時価算定会計基準」と
いう。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19条及び「金融商品に関する会計基準」
（企業会計基準第10号 2019年7月4日）第44-2項に定める経過的な取り扱いに従って、時価算定会計
基準等が定める新たな会計方針を将来にわたって適用することとしております。 これによる時価の算定方法の
変更及び計算書類への影響はありません。

3.収益認識に関する注記
（1）収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

4. 貸借対照表に関する注記
有形固定資産の減価償却累計額

有形固定資産 9,998 千円



5. 株主資本等変動計算書に関する注記
（1）当該事業年度の末日における発行済株式

株式の種類 当期末株式数
普通株式 9,700 株

（2）当該事業年度中に行った剰余金の配当
該当事項はありません。

6. 税効果会計に関する注記
繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

未払賞与 6,685 千円
未払事業税 1,374 千円
減価償却資産償却超過額 12 千円
繰越欠損金 22,523 千円
その他 1,979 千円
小計 32,576 千円
評価性引当額 ▲1,367 千円
繰延税金資産合計 31,209 千円

7. 金融商品に関する注記
（1）金融商品の状況に関する事項

当社の資金運用は、短期的な預金に限定しております。
2022年3月31日(当期末日)現在、銀行等金融機関からの借入による資金調達はありません。
売掛金は、国からの委託事業に関するもののみであるため信用リスクは無いものと考えております。
差入保証金は、本社ビル賃貸に係る保証金であり、1年更新で毎期見直しされます。

（2）金融商品の時価等に関する事項
2022年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

単位：千円
貸借対照表
計上額 (*) 時価 (*) 差額

① 現金及び預金 734,680 734,680 -
② 売掛金 213,063 213,063 -
③ 差入保証金 49,517 49,517 -
④ 未払費用 (66,069) (66,069) -
⑤ 未払法人税等 (5,339) (5,339) -
⑥ 未払消費税等 (12,583) (12,583) -
(*) 負債に計上されているものについては、( )で示しております。

(注)  金融商品の時価の算定方法に関する事項
①現金及び預金、②売掛金、④未払費用、⑤未払法人税等、⑥未払消費税等、これらは
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額によっております。
③差入保証金は1年更新で毎期見直されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。



8. 関連当事者との取引に関する注記
単位：千円

属性 会社等の
名称

議決権等の
被所有割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

(注3) 科目 期末残高

主要株主(会
社等)

石油資源開
発㈱

被所有直接
11.65% 出向・兼務 派遣料(注2) 214,694 未払費用 17,929

事務所の賃
借

事務所敷金
(注2) - 差入保証金 49,292

主要株主の
子会社

㈱地球科学
総合研究所 なし 物理探査等

の委託
請負作業料
(注1)(注2) 620,100 - -

 (注1)  作業料の支払いについては取引先より提示された料率を基礎として交渉の上決定しております。
 (注2)  価格その他の取引条件は、当社と関連を有しない他の事業者とおおむね同一の条件で取引しております。
 (注3)  取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含めております。

９. １株当たり情報に関する注記
（1）1株当たりの純資産額 96,279円 40銭
（2）1株当たりの当期純利益 ▲5,908円 51銭




